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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第10期

第１四半期連結累計(会計)期間
第９期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 928,920 3,808,788

経常利益 (千円) 48,244 451,039

四半期(当期)純利益 (千円) 15,673 220,247

純資産額 (千円) 2,557,037 2,604,294

総資産額 (千円) 3,283,213 3,434,835

１株当たり純資産額 (円) 77,674.93 78,936.08

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 506.90 7,124.51

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 73.2 71.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 53,255 473,210

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △97,713 △158,578

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △25,347 △72,061

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 814,618 885,267

従業員数 (名) 260 244

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 260

(注) 　従業員数は就業人員であり、当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 14

(注) 　従業員数は就業人員であり、当社から他社への出向者を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　
(1) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別 受注高(千円) 受注残高(千円)

エンソロジー・ソリューション事業 778,200 731,169

 （ビジネス・ソリューション事業） 683,500 631,476

 （エンジニアリング・ソリューション事業） 94,700 99,693

教育ソリューション事業 29,904 50,171

経営コンサルティング事業 164,685 129,676

製品開発・販売事業 96,906 69,787

合計 1,069,697 980,803

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別 販売高(千円)

エンソロジー・ソリューション事業 704,634

　（ビジネス・ソリューション事業） 529,769

　（エンジニアリング・ソリューション事業） 174,864

教育ソリューション事業 106,257

経営コンサルティング事業 90,909

製品開発・販売事業 27,119

合計 928,920

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

楽天株式会社 140,195 15.1

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、米国の金融不安から端を発した世界経済の減速に加えて、原油の

激しい高騰のあおりを受け、ますます不透明な状況となってまいりました。

  当社グループが属する情報サービス業は、「データベースサービス」など減少局面を迎えている分野

もあるものの、当社グループが主として属する「受注ソフトウェア」は、金融業向けを中心として、かろ

うじて増加基調を維持しております。しかしながら、企業業績に左右されやすい業界であることから、今

後の営業環境は決して予断を許さない状況にあります。

  このような状況の下、当社グループは組込ソフトコンサルティングや金融業向けシステムコンサル

ティングを柱として、売上を積み上げてまいりました。その結果、当第１四半期の連結売上高は928,920千

円（前年同期比21.0％増）、営業利益は51,418千円（同55.9％増）、経常利益は48,244千円（同96.8％

増）となりました。一方、四半期純利益は前年同期に営業譲渡益を計上していたことから前年同期比では

減少となり、15,673千円（同19.7％減）となりました。

　 部門別の売上高の概況

①　ビジネス・ソリューション事業

　ビジネス・ソリューション事業では、一般事業法人向けシステム開発、システムコンサルティングでは、

前年を下回る出だしとなりましたが、金融業向けシステムコンサルティングが好調で、全体としては当第

１四半期の売上高は、529,769千円（前年同期比4.9％増）となりました。

②　エンジニアリング・ソリューション事業

　エンジニアリング・ソリューション事業では、複写機関連がやや低調であったものの、精密機械製造業

向け案件が好調で順調に推移いたしました。当第１四半期の売上高は、174,864千円（前年同期比115.4％

増）となりました。

③　教育ソリューション事業

　教育ソリューション事業では、システムインテグレータ向け新人技術者教育が堅調で、順調なスタート

を切りました。当第１四半期の売上高は、106,257千円（前年同期比27.1％増）となりました。

④　経営コンサルティング事業

　経営コンサルティング事業では、内部統制コンサルティングの前期からの継続案件や内部統制の評価

フェーズコンサルティングが好調です。また、内部統制コンサルティングばかりでなく、業務改善コンサ

ルティングも堅調です。その結果、当第１四半期の売上高は、90,909千円（前年同期比62.1％増）となり

ました。

⑤　製品開発・販売事業

　製品開発・販売事業では、好調だった３月決算会社向けJUDE/Bizがひと段落し、今後、３月決算以外の会

社、あるいはいわゆる18号監査対応会社向けの利用者へ移行する端境となりました。すなわち、当第１四

半期では、18号監査対応の新規顧客を開拓するため、営業リソースを３月決算会社向けから18号監査対応

顧客に振り向け潜在的顧客の掘り起こしを行なってまいりました。その結果、当第１四半期の売上高は、

27,119千円（前年同期比34.8％減）となりました。
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（2） 財政状態の分析

① 資産 

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて、10.6%減少し、1,594,539千円となりました。これは、主として

「現金及び預金」が70,648千円、「売掛金」が152,448千円、減少したことなどによります。（なお、「現

金及び預金」の詳しい内容につきましては、第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 (3) 四半期連結

キャッシュ・フロー計算書 をご参照下さい。） 

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて、2.2%増加し、1,688,673千円となりました。これは、主として

「投資その他の資産」に含まれる投資有価証券が63,415千円増加したことなどによります。 

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、4.4%減少し、3,283,213千円となりました。 

② 負債 

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて、15.3%減少し、576,155千円となりました。これは、主として「未

払法人税等」が112,774千円減少し、「その他」に含まれている未払金が46,440千円減少したものの、同

じく「その他」に含まれている預り金が、72,688千円増加したことなどによります。 

　固定負債は、前連結会計年度末に比べてほとんど変動がなく、150,020千円となりました。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、12.6%減少し、726,175千円となりました。

③ 純資産 

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、1.8%減少し、2,557,037千円となりました。これは、「繰越利

益剰余金」が47,335千円減少したことなどによります。 

（3） キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前第１四半期

連結会計期間末に比べて28,060千円増加し、814,618千円となりました。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果53,255千円の資金が得られました。主な収入は、税金等調整前当期純利益48,717千円、

売上債権の回収152,448千円などです。一方、支出としては、未払金の減少額46,640千円、法人税等の支払

額183,648千円等が主たるものです。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により使用した資金は97,713千円です。主として、投資有価証券の取得に60,000千円を資金支

出しています。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは25,347千円の支出となりました。内容としては、配当金の支払に

よる支出が25,347千円となっております。

（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

（5） 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 112,000

計 112,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,920 30,920
東京証券取引所
マザーズ市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 30,920 30,920 ― ―

(注)提出日現在の発行数には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づく、当社の取締役、監査役及び従

業員に対する新株予約権等の状況は次のとおりであります。

①　平成15年12月22日定時株主総会の特別決議(平成16年４月１日取締役会の決議)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個) 338(注)４

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,352(注)１、４、５

新株予約権の行使時の払込金額(円) 125,000(注)２、５

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成24年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

　　　　　　発行価額　　125,000
　　　　　　資本組入額　 62,500

(注)５

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―
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(注)　１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。

２　各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に

応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使

による場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げるものとします。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。

３　新株予約権の行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の何れかの地位を

保有しているものとします。

ただし、当社の従業員の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の取

締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2)　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3)　新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4)　その他の条件については、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結する契

約に定めるところによるものとします。

４　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった新

株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

５　平成17年11月29日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年２月20日付をもって普通株式１株を４株に分

割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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②　平成17年12月22日定時株主総会の特別決議(平成18年４月28日取締役会の決議)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個) 425(注)１、５

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,700(注)２、５

新株予約権の行使時の払込金額(円) 254,100(注)３

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日から
平成26年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

　　　　　　発行価額　 　254,100 
　　　　　　資本組入額　 127,050

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、４株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。

３　各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

　　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に応

じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使に

よる場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げるものとします。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。
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４　新株予約権の行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の何れかの地位を

保有しているものとします。

ただし、当社の従業員の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の取

締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2)　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3)　新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4)　その他の条件については、取締役会決議により決定します。

５　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった新

株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

　

③　平成19年６月27日定時株主総会の特別決議(平成20年６月19日取締役会の決議)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個) 400(注)４

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 400(注)１、４

新株予約権の行使時の払込金額(円) 84,389(注)２

新株予約権の行使期間
平成22年７月１日から
平成28年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

　　　　　　発行価額　 　84,389 
　　　　　　資本組入額　 42,195

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注)　１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。

２　各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に

応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使に

よる場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げるものとします。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株価」を

「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。

３　新株予約権の行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の何れかの地位を
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保有しているものとします。

ただし、当社の従業員の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の取

締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2)　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3)　新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4)　その他の条件については、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結する契

約に定めるところによるものとします。

４　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった新

株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成20年４月１日～
　平成20年６月30日

― 30,920 ― 797,550 ― 1,181,070

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　30,920 30,920
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 30,920 ― ―

総株主の議決権 ― 30,920 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が１株(議決権１個)含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 81,40088,20079,200

最低(円) 74,70075,80068,500

(注)　株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビュー

を受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 914,618 985,267

売掛金 495,851 648,300

仕掛品 51,996 28,179

その他 133,647 123,227

貸倒引当金 △1,574 △2,047

流動資産合計 1,594,539 1,782,927

固定資産

有形固定資産 ※
 93,877

※
 95,035

無形固定資産

のれん 729,352 739,907

その他 339,850 350,186

無形固定資産合計 1,069,202 1,090,094

投資その他の資産 525,593 466,778

固定資産合計 1,688,673 1,651,907

資産合計 3,283,213 3,434,835

負債の部

流動負債

買掛金 79,980 92,885

短期借入金 240,000 240,000

未払法人税等 25,365 138,140

賞与引当金 7,196 21,663

その他 223,612 187,832

流動負債合計 576,155 680,521

固定負債

長期借入金 150,000 150,000

その他 20 19

固定負債合計 150,020 150,019

負債合計 726,175 830,541

純資産の部

株主資本

資本金 797,550 797,550

資本剰余金 1,181,070 1,181,070

利益剰余金 423,127 464,147

株主資本合計 2,401,747 2,442,767

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △38 △2,063

評価・換算差額等合計 △38 △2,063

新株予約権 558 －

少数株主持分 154,770 163,590

純資産合計 2,557,037 2,604,294

負債純資産合計 3,283,213 3,434,835
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　(2)【四半期連結損益計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

売上高 928,920

売上原価 649,062

売上総利益 279,857

販売費及び一般管理費 ※
 228,439

営業利益 51,418

営業外収益

為替差益 851

受取利息 114

受取配当金 900

その他 638

営業外収益合計 2,504

営業外費用

支払利息 1,890

持分法による投資損失 3,497

その他 289

営業外費用合計 5,677

経常利益 48,244

特別利益

貸倒引当金戻入額 473

特別利益合計 473

税金等調整前四半期純利益 48,717

法人税、住民税及び事業税 27,138

法人税等調整額 14,725

法人税等合計 41,864

少数株主損失（△） △8,820

四半期純利益 15,673
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 48,717

減価償却費 37,358

のれん償却額 10,555

貸倒引当金の増減額（△は減少） △473

賞与引当金の増減額（△は減少） △14,466

受取利息及び受取配当金 △1,014

支払利息 1,890

持分法による投資損益（△は益） 3,497

売上債権の増減額（△は増加） 152,448

たな卸資産の増減額（△は増加） △23,816

仕入債務の増減額（△は減少） △12,905

未払金の増減額（△は減少） △46,640

未払又は未収消費税等の増減額 14,385

その他の資産の増減額（△は増加） △7,848

その他の負債の増減額（△は減少） 73,335

その他 1,401

小計 236,426

利息及び配当金の受取額 1,051

利息の支払額 △573

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △183,648

営業活動によるキャッシュ・フロー 53,255

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △15,610

無形固定資産の取得による支出 △22,102

投資有価証券の取得による支出 △60,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △97,713

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 360,000

短期借入金の返済による支出 △360,000

配当金の支払額 △25,347

財務活動によるキャッシュ・フロー △25,347

現金及び現金同等物に係る換算差額 △843

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △70,648

現金及び現金同等物の期首残高 885,267

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 814,618
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　会計処理基準に関する事項の変更

　　重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　　　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産につい

ては、従来、主として個別法による原価法によっ

ておりましたが、当第１四半期連結会計期間よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基

準９号）が適用されたことに伴い、主として個

別法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度

に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結

会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会

計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　123,310千円 ※　有形固定資産の減価償却累計額　　116,782千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※  販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりで

あります。

　　　　給与手当　　　　　　　　　　56,516千円

　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　 1,240千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金 914,618千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 814,618千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 30,920

　
　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　
　

３　新株予約権等に関する事項

　　ストックオプションとしての新株予約権

　　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　　当社　558千円

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
第９回定時株主総会

普通株式 利益剰余金 49,472 1,600平成20年３月31日 平成20年６月25日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　当社グループは、情報化戦略の策定支援、情報化業務の改革支援、システム受託開発、製品開発・販売及

びこれらに関する各種サービスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるため、該当事項はありませ

ん。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　　１.費用計上額及び科目名

　　　 販売費及び一般管理費       558千円

　

　　２.付与したストック・オプションの内容

会社名 提出会社

付与対象者の区分及び人数(名)

当社及び当社完全子会社の取締役　８名

当社監査役　３名

当社及び当社完全子会社の従業員　９名

株式の種類別ストック・オプション
付与数(株) 普通株式　400

付与日 平成20年６月20日

権利確定条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時におい
て、当社及び当社子会社の取締役、監査役または使用
人の何れかの地位を保有しているものとします。
　ただし、当社の使用人の定年または会社都合による
退職など正当な理由がある場合、退任する当社の取締
役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限
りでないものとします。
　その他権利行使に関する条件については、取締役会
決議により決定するものといたします。

対象勤務期間 平成20年６月20日～平成22年６月30日

権利行使期間 平成22年７月１日～平成28年６月30日

権利行使価格(円) 84,389

付与日における公正な評価単価(円) 34,900

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

77,674円93銭 78,936円08銭

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 506円90銭

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

―円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 15,673

普通株式に係る四半期純利益(千円) 15,673

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 30,920

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

新株予約権１種類
定時株主総会の特別決議日
平成19年６月27日
なお、概要につきましては、「第４
提出会社の状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記載
のとおりであります。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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２【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月14日

株式会社豆蔵ＯＳホールディングス

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　白　　川　　芳　　樹　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　梅　　津　　　　　広　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社豆蔵ＯＳホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期

連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社豆蔵ＯＳホールディングス及び連結

子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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